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１９７５年以降の日本経済の構造変化

本　田　　豊

問題の所在

　日本経済の構造変化を論ずる場合，　般的には第一次石油危機（１９７３年）前

後を一つの転換点と考え，それ以前を「高度成長期」，それ以後を「低成長期」

とみなして分析が行われており ，１９７０年代後半以降から現在に至る期間につい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
ての構造変化については十分検討されていない。しかし特に１９８０年代に入 って

の日本経済は，それまでとは違った様相を示しており ，１９７０年代後半以降の構

造変化を分析することが新たな課題とな っている 。

　ところで，１９８０年代の目本経済を論ずる場合もうひとつ重要なことは，円高

基調と内需拡大の関連である 。　般的には，円高が輸出主導型から内需主導型

へ日本経済の構造を変化させたという視点から，円局基調と内需拡大の密接な
　　　　　　　２）
関連を論じている 。しかし，はたして円高は日本経済の構造変化を左右する程
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
大きなインパクトを与えたのだろうかという疑問か生じてくる 。円局基調と日
ノ
本経済の構造変化の関連について分析することも ，きわめて重要な実証的課題

である 。

　本論文の目的は，０第一次石油危機以降の目本経済を ，１９７５年から１９８０年
，

１９８１年から１９８６年の２つの時期に区分し ，７０年代後半期と８０年代の日本経済の

　　　　　　　　　４）
構造変化を論ずること ，（２）８０年代の円局基調が，日本経済の構造変化に与えた

影響について明らかにすること ，の２点にある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４８）
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　方法論的には，日本経済の簡単なマクロモテルを作成し ，各経済主体の経済

行動の変化を分析することによっ て０にアプ ローチし ，シミュレーション 分析

て円高効果をみることで（２）の問題を論ずることにする 。

　以下，第１節では簡単な日本経済のマクロモデルのフレームワークと個別の

構造方程式の特定化を説明する 。第２節では，２つの時期における各経済主体

の行動変化をみるため，個 々の構造方程式の推定とその結果を示し ，構造変化

の特徴を明らかにする 。第３節では，前節で推定した各方程式をリンクしたマ

クロ 計量モデルを８０年代について作成し ，そのパフォーマノスを検討する 。第

４節では，円高，財政政策，経済主体の行動変化の日本経済への影響を分析す

るためにいくつかのシミュレーション を行い，分析結果を示す。以上の分析を

もとに，本論文の結論を最後にまとめることにしたい 。

　〔１〕　 マクロ計量モテルのフレームワークと構造方程式の特定化

　（１）マクロ 計量モテルのフレームワーク

　本論文で利用する日本経済のマクロ 計量モデルは，必要最小限の１４本の構造

方程式と定義式からなり ，ケイノソア：／タイプのきわめて簡単たモテルてある 。

　モデルの方程式体系は、表１で示されるが，大別すると需要ブ ロッ ク， 価格

ブロック ，労働市場ブ ロックから成る 。

　需要ブ ロックは，民間消費支出，民間設備投資，輸出等，輸入等のみが内生

化されている 。需要ブ ロックの内生化を４本に限定したのは，基本的にこれら

が日本経済の構造変化を決定づけると考えたからである 。

　消費関数の特定化は　般的な習慣形成仮説型であり ，輸出関数 ・輸入関数も

基本的には価格効果と所得効果を考慮した特定化である。投資関数は説明変数

のひとつに為替 レートの変動を明示的に導入し，円高が投資に与える効果を分

析できるようにした 。

　価格ブ ロックは，卸売物価 ・消費者物価 ・輸出等デ フレータ ・輸入デ フレー

タから成り ，財市場の不均衡調整が卸売物価を通して行われ，卸売物価が他の

物価 ・デ フレータに影響を与える構造にな っている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４９）
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民間消費支出（１Ｏ億円 ，実質）

民間設備投資（１０億円，実質）

財・ サービス輸出等（１０億円，実質）

財・ サービス輸入等（１Ｏ億円，実質）

卸冗物価指数（１９８０年 ＝１００）

消費者物価指数（１９８０年 ＝１ＯＯ）

輸出等デ フレータ（１９８０年 ＝１００）

輸入等デ フレータ（１９８０年 ＝１００）

貨幣賃金率（万円／年）

雇用量（万人）

実質ＧＮＰ（１０億円）

雇用者所得（１０億円，名目）

経常海外余剰（１Ｏ億円 ，名目）

労働分配率

（６５０）
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　　外生変数名

　　　ＹＰＦ　個人企業所得（１０億円，名目）

　　　ＹＨＯ　家計その他所得（１０億、円 ，名目）

　　　ＥｘＲ　為替 レート（円／ドル）

　　　ＴＷ　世界輸入貿易量指数（１９８０年 ＝１ＯＯ）

　　　ＰＡ　　先進国平均輸出価格（１９８０年 ：１ＯＯ）

　　　ＹＰ１　生産能力

　　　ＰＯＩＬ　石油価格（ドル／バーレル）

　労働市場ブ ロックでは，賃金と雇用が決定される 。

　３つのブ ロックの相互依存関係は図１のように示されるが，特に為替 レート

変動の波及 メカニ ズムに注目すると ，為替 レートは直接，設備投資に影響を与

えるルートと価格ブ ロックを通じて間接的に需要ブ ロックに影響を与えるルー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　図１
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（６５１）
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トを持っていることがわかる 。

　（２）構造方程式の特定化

　以下では，個 々の構造方程式の特定化について説明する 。

　消費関数は，一期前の実質所得と一期前の消費を説明変数としている 。前者

は消費性向の変化をみるためであり ，後者は「経済のサ ービス化が消費の習慣
　　　　　　５）
性を高めている」という仮説を検証するためである 。

　民間設備投資は，景気動向 ・分配率という２つの短期的要因と為替 レートを

説明変数としている 。いわゆる円局基調が投資に与える効果は，コスト効果と

経済構造の転換の必要性を企業に予測させ，そのための新規投資を誘発する効

果が考えられる 。これらの効果を総合的に分析するために，今期為替 レートと

１年前の為替 レートの変動幅を説明変数とした 。

　輸出関数は，世界貿易輸入量及び世界輸出価格と日本の輸出価格の相対価格

を説明変数としている 。ただし ，１９８３年から１９８５年の時期は，レーガノミック

の実施により世界経済が活性化した時期であり ，前述の２つの説明変数だけで

は， この時期を十分説明できない可能性があり ，その場合はダミー 変数で処理

することにした 。

　輸入関数は，実質ＧＮＰ及ぴ輸入価格と卸冗物価の相対価格という所得効果

と価格効果を考慮した標準的特定化に，部分調整を示す一期前の輸入量と生産

能力を説明変数として追加して特定化した。生産能力を説明変数としたのは ，

第一次石油危機以来，原油を中心とする原材料輸入とそれ以外の輸入の構成比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）が変化しはじめているという日本の貿易構造を考慮したためである
。

　原材料輸入は基本的には総需要に依存し，総需要がふえれば原材料輸入もふ

え， 逆は逆という関係があるから ，実質ＧＮＰを説明変数とするのが妥当であ

乱しかし製品をはじめとするその他の輸入は，実質ＧＮＰだけではなく ，生

産能力にも影響をうけると思われる 。というのは，特に工業製品は日本にとっ

てきわめて競争的で代替的であり ，そのことは相対価格に対してより感応的で

あるという形で表われるが，同時に他の条件が一定というもとで生産能力が拡

大した場合，企業は供給過剰感をもち，国内市場の開拓を強化し製品販売を促

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５２）
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進し ，その結果工業製品輸入かへるという効果も無視てきないと考えられるか

らである 。以上の理由によっ て， 生産能力も説明変数とした 。

　卸冗物価は，稼動率，輸入物価，単位労働費用を説明変数とし ，稼動率の変

化を通じて財の需給不均衡の一部が調整されることになる 。

　輸出等デフレータは，卸売物価，世界輸出価格，為替 レートを説明変数とし

ているが，ここでは特に為替 レートが輸出等デ フレータに与える影響を重視し

ている 。円高になると ，世界輸出価格（円建て）が下落し，日本が競争条件を

維持しようとすれぼ輸出価格（円建て）を下げざるをえないであろう 。このよ

うに，円高は輸出等デ フレータを下げる効果をもつ。しかし同時に，円高の進

行は企業の輸出に伴う収益を減小させ損失を与えるので，企業として，円高が

ある一定の水準を越えると ，円建の輸出価格を上げざるをえないであろう 。こ

のような効果をみるためには，為替 レートそのものが輸出価格の設定に与える

影響を考慮する必要があり ，したが って為替 レートを説明変数として付加した 。

　輸入等デ フレータは，日本の輸入構造が原材料等の輸入とその他の輸入に二

分されることを考慮して ，前者については原油価格，後者については為替 レー

トを代理変数として説明変数にすることにした 。

　貨幣賃金率は，一期前の消費者物価と一期前の労働生産性で説明し，雇用量

は実質ＧＮＰと実質賃金率で決まるという標準的特定化である 。

　〔２〕　推定の結果と１９７５年以降の構造変化

　１９７５年から１９８０年（以下「７０年代後半」と略す）と１９８１年から１９８６年（以下「８０

年代」と略す）に時期を区分し，それぞれの時期について個 々の構造方程式を

推定することによっ て日本経済の構造変化を分析する 。なお，推定は通常の

ＯＬＳで行 っている 。

　（１）消費関数

　（７０年代後半）１９７５年第１四半期～１９８０年第４四半期

Ｃ：一１１６１２．１＋Ｏ．２２０１６（ＹＷ＋ＹＰＦ＋ＹＨＯ）＊１００／ＰＣ＋Ｏ．８０９２２Ｃ（一１）

　　　　（一１．４５）（１．９９）　　　　　　　　　　（９
．２７）

（６５３）
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決定係数＝Ｏ．９９３２３　標準誤差 ＝８３３．５６　ダービンワトソン 比＝１ ．０５６

　（８０年代）１９８１年第１四半期～１９８７年第１四半期

Ｃ＝一３６１６８０＋０１５２２８（ＹＷ＋ＹＰＦ＋ＹＨ０）＊１００／ＰＣ＋０８４００４Ｃ（＿１）

　　　（＿１．０９）　（１．９２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９．１０）

　決定係数 ＝Ｏ．９９１４９　標準誤差 ＝８１８．２７　ダービンワトソン 比＝２ ，４４２

　推定結果を７０年代後半を８０年代と比較すると ，消費性向はＯ．２２からＯ．１５と若

干下落し，習慣形成の程度を示す一期前消費の係数は，０８０から０８４と若干上

昇している 。このことから，家計は習慣形成に基づく消費行動の傾向を強め ，

所得水準の変化によっ て消費行動か左右される程度か小さくな っていることを

示す。家計が自由に処分できる所得の割合は小さくなる傾向をもっ ているとい

ってよいであろう 。　般的に８０年代に入 って消費は活発であるといわれるか ，

我々の推定の結果では，消費行動に大きな構造的変化は生じていないというこ
　　　　７）
とがわかる 。

（２）民間設備投資関数

（７０年代後半）１９７５年第１四半期～１９８０年第４四半期

Ｉ＝十３１１５４８＋０１４０２７Ｙ（一１）一５００７９４（（ＹＷ（一１）＊１００／ＰＣ（一１））１Ｙ（一１））

　　（１．０３）　　　（３．５５）　　　　　　　　　（一１ ．３０）

　十２２３６４３（ＥＸＲ－ＥＸＲ（一４））

　　（３．７３）

決定係数 ：Ｏ．９３９２９　標準誤差 ＝８３２．９６　ダービンワトソン 比＝Ｏ．７２５

（８０年代）１９８１年第１四半期～１９８７年第１四半期

Ｉ＝十２１８８７４＋０．２７９５９Ｙ（＿１）＿９６７９２．Ｏ（ＹＷ（＿１）＊１００／ＰＣ（一１））／Ｙ（＿１）

　　（Ｏ．６６）　　　（１０．４５）　　　　　　　（一１．９３）

　一１８９７０９（ＥＸＲ－ＥＸＲ（一４））

　　（一２．１６）

決定係数 ＝Ｏ．９７０３７　標準誤差 ＝１１３９．８１　ダービンワトソン 比：Ｏ．７３４

　企業の設備投資行動は，７０年代後半と８０年代では大きく変化している 。一期

前の実質ＧＮＰに対する反応係数はＯ．１４からＯ．２８となり ，労働分配率の係数も

一５００７９から一９６７９２とその絶対値の値が大きくな っている 。

（６５４）
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　一方，為替 レートの変動に対する反応は，７０年代後半では係数が十２２ ．３６
，

８０年代は一１８．９７と符号が逆転している 。符号が十であるということは，円高

の中で企業は投資行動に消極的であり ，一の場合は積極的になるということで

ある 。

　企業が景気動向や利潤率という短期的要因に強く反応するようにな ったとい

うことは，企業が将来に対し一定の確信を持ち始め，投資決定を活発に行って

いることを示す。このように，為替 レートの変動にもかかわらず，「一定の確

信」を企業が持ち始めている背景には，やはりＭＥ革命に代表される一連の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
技術革新があることをみのがすわげにはいかないであろう 。

　一方，円高に対し７０年代後半の投資がマイナスであ ったのは，日本経済が第

一次石油危機以降，８０年代に入るまで調整段階にあり ，その中で円高がすすん

だ場合，十分対応しきれずに投資が消極的にならざるをえなか った，と考える

ことができる 。ところが，８０年代に入り一定の調整を完了したが，そのことは

同時に企業間の競争を激化させ，円高の中ても積極的に対応しないと企業間競

争に敗れる危険性があり ，したが って投資を活発化させてい ったと思われる 。

　以上みてきたように，企業の投資行動は７０年代後半と８０年代を比較して ，大

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
きな構造変化があ ったということができる 。

　（３）輸出関数

　（７０年代後半）１９７５年第１四半期～１９８０年第４四半期

　ＬＯＧ（Ｅ）＝十５６３３０７＋１０４５１０ＬＯＧ（ＴＷ）十０７３０６６ＬＯＧ（（ＰＡ

　　　　　　　（８．６０）　　　（７．２８）　　　　　　　　　　　　（２．６３）

＊ＥＸＲ／２２７）／ＰＥ）

決定係数 ＝Ｏ．８０６６１標準誤差 ＝Ｏ．０６　ダービンワトソン 比＝１ ，０２４

（８０年代）１９８１年第４四半期～１９８６年第４四半期

ＬＯＧ（Ｅ）：十５６０９７３＋１１０１０９ＬＯＧ（ＴＷ）十０３６９４５ＬＯＧ（（ＰＡ＊

　　　　　（１１．００）　　（９．９９）　　　　　　　　　　　　（１ ．０５）

ＥＸＲ／２２７）／ＰＥ）十００８９５０７４（Ｔ８３８５）

　　　　　　　　（４
．５９）

決定係数 ＝Ｏ．８５１０８　標準誤差 ＝Ｏ．０５　ダービ１■ワトソン 比＝１ ，３１０

　　　　　　　　　　　　　　　（６５５）



　２７２　　　　　　　　　　立命館経済学（第３７巻 ・第４ ・５号）

　両方の時期とも決定係数の値が低く ，標準的な所得効果と価格効果だけでは

十分輸出動向を説明できないことがわかる 。しかし，我々の主眼は構造変化を

みることにあるので，決定係数の低さを認めつつも ，漂準的特定化で所得弾力

性と価格弾力性の変化を重視することにする 。

　ただ，８０年代の輸出関数には８３年から８５年についてダミー 変数を入れて計測

した。これは要するに，レーガノミックスが目本の輸出に与えた影響が大きく ，

漂準的特定化では，さらに決定係数が低くなるためである 。

　輸出の所得（この場合世界輸入数量）弾力性は，７０年代後半と８０年代では
，

１０４５から１１と若干高くなり ，８３年から８５年にかげてはさらに高いと考えられ

る。 このことは，日本の輸出競争力は８０年代に入 っても依然として健在である

ことを示している 。

　一方，価格弾力性はＯ．７３からＯ．３６９と小さくな っており ，このことと所得弾

力性の高さから判断すると ，日本の国際競争力の中味は価格競争力から非価格

競争力に変化しつつあると思われる 。いずれにしろ，日本の輸出行動は７０年代

後半から８０年代にかげて大きな変化はなく ，依然として目本の輸出力は大きい

と考えられる 。その意味で輸出の構造変化はないといえるであろう 。

　（４）輸入関数

　ここではまず，実質ＧＮＰ，輸入価格と卸売物価の相対価格，一期前の輸入

という３つの説明変数をもつ標準的特定化の推定結果を示す 。

　（７０年代後半）１９７５年第１四半期～１９８０年第４四半期

ＬＯＧＭ＝一〇．９６０６０＋Ｏ．２７８４６ＬＯＧＹ－Ｏ．１４４３４ＬＯＧ（ＰＭ／ＰＷ）十〇．７６３５５

　　　　　　（＿１．１３）　（１ ．８９）　　　　　　　　　　（一２．５０）　　　　　　　　　　　　　　（５．３８）

　　ＬＯＧＭ（＿１）

決定係数＝Ｏ．９１１２８　標準誤差 ＝Ｏ．０３　ダービンワトソン比＝１ ，８９４

（８０年代）１９８１年第１四半期～１９８７年第１四半期

ＬＯＧＭ＝十３．２７６９２＋ＯＤ１８７０７４ＬＯＧＹ－Ｏ．１００５５ＬＯＧ（ＰＭ／ＰＷ）十〇．６６９４９

　　　　　（２．０９）　（Ｏ．１２）　　　　（一１．５１）　　　　　（４４５）

　ＬＯＧＭ（＿１）

　　　　　　　　　　　　　　　（６５６）



　　　　　　　　　　１９７５年以降の日本経済の構造変化（本田）　　　　　　　　２７３

　決定係数 ＝Ｏ．７４６１６　標準誤差 ＝Ｏ．０３　ダービソワトソン 比＝１ ，３７２

　この推定結果の特徴をみると ，実質ＧＮＰの係数が８０年代では有意ではなく

なっ ていること ，一期前の輸入の係数も０７６から０６６９と若干下か っている点

があげられる 。このことは前述しているように，原材料輸入が全体の輸入に占

める割合が低下し ，輸入の構造変化が生じている可能性を示凌するものである 。

　そこで，３つの説明変数に生産能力を説明変数として追加して推定してみる

と次のような結果をえた 。

　（７０年代後半）１９７５年第１四半期～１９８０年第４四半期

　ＬＯＧＭ＝十４．７４０８０＋０．６６２７６ＬＯＧＹ－０．７３０２８ＬＯＧＹＰ１－０．１５７２２

　　　　　　（２．７９）　（４．２３）　　　（一３．６５）　　　（一３．４５）

　　ＬＯＧ（ＰＭ／ＰＷ）十０．６３１８６ＬＯＧＭ（＿１）

　　　　　　　　　　（５．３８）

　決定係数 ＝Ｏ．９４５０６　標準誤差 ＝０．０２　ダービ／ワトソノ 比＝２ ，３６４

　（８０年代）１９８１年第１四半期～１９８７年第１四半期

　ＬＯＧＭ＝十７．４０８６８＋０．３３９５９ＬＯＧＹ＿０．６２５２５ＬＯＧＹＰ１＿Ｏ．２５６８５

　　　　　　（４．９０）　　　（２．４８）　　　　　　　　　（一４．２７）　　　　　　　　　　（一４ ．１７）

　　ＬＯＧ（ＰＭ／ＰＷ）十〇．６４２７６ＬＯＧＭ（一１）

　　　　　　　　　　（５
．７６）

　決定係数 ：Ｏ．８６０４６　標準誤差 ：Ｏ．０２　ダービ１／ワトソン 比＝２ ．５８８

　８０年代の推定結果に注目すると ，実質ＧＮＰの係数も有意にな っており ，生

産能力の係数も符号が負で有意で，決定係数の値も改善されている 。したが っ

て， 輸入関数についてはこの特定化を利用し，７０年代後半についても同様の推

定を行 った 。

　２つの時期を比期して ，短期の所得弾力性はＯ．６６からＯ．３３９に低下し ，価格

弾力性は一〇．１５７から一〇．２５６とその絶対値を高めている 。これらの数字は，い

ずれも日本の輸入構造が変化しつつあることを示唆するものである 。

　（５）卸売物価

　（７０年代後半）１９７５年第１四半期～１９８０年第４四半期

ＰＷ＝十１４．９４８３－６．２３８５７Ｙ（一１）／ＹＰ１（一１）十〇．４３０８２ＰＭ＋８７．４４５９ＹＷ／Ｙ

　　　　　（３．５４）　　　（＿０．６５）　　　　　　　　　　　　　　　（１９．９９）　　　　　（７．３５）

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５７）



　２７４　　　　　　　　　　立命館経済学（第３７巻 ・第４ ・５号）

　決定係数 ＝Ｏ．９８３３８標準誤差 ＝１ ．０７　ダービ：／ワトソン 比＝０，７７３

　（８０年代）１９８１年第１四半期～１９８７年第１四半期

ＰＷ＝十５３４６７７＋７３７１９５Ｙ（一１）／ＹＰ１（一１）十０３４８２５ＰＭ＋１１０１２７ＹＷ／Ｙ

　　　　（５４９）　　　（１．７８）　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５．３３）　　　　　（Ｏ．７６）

　決定係数＝Ｏ．９８０８５標準誤差 ＝Ｏ．７０　ダービンワトソン比：１ ．２０３

　７０年代後半では，稼動率が有意てはなく ，輸入価格と単位労働費用か卸冗物

価に大きく影響を与えていることがわかる。調整期にあるこの時期の企業にと

って ，収益構造が安定せず人件費等の コスト増に対しては，価格転化という行

動をとっ たと考えられる 。

　一方，８０年代になると ，需要要因（稼動率）か有意にな ったのに対し，輸入

価格の影響は引き続き大きいが，単位労働費は有意でなくな っている 。このこ

とは，８０年代にな って企業の収益構造が改善安定化し，人件費等の コスト増か

あっ ても ，すぐに価格に転化する必要性がなくな っていることを表わしている 。

いいかえるならば，労働者の賃金抑制が企業の収益構造安定の一つの要因とな

り， そのことが卸冗物価の安定につなかっていると考えることかできる 。

　このように，７０年代後半の卸冗物価は，コスト要因によっ て主要には決定さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１Ｏ）
れていたか，８０年代は需要要因の与える役割か大きくな っていると思われる 。

　（６）消費者物価

　（７０年代後半）１９７５年第１四半期～１９８０年第４四半期

　　　　　　　　　　　　　　」ＰＣ＝十１２２５１１＋０１４８８５ＰＷ＋０２２２３８Ｗ

　　　　（６９４）　　　（４３９）　　　　　　　（２９２１）

　決定係数＝Ｏ．９９１８４標準誤差 ：Ｏ．８４　ダービンワトソン 比＝１ ，１３７

　（８０年代）１９８１年第１四半期～１９８７年第１四半期

ＰＣ：十１０．４８３５＋０．２６３１０ＰＷ＋Ｏ．１９４３１Ｗ

　　　　（１．５２）　　　（６．４１）　　　　　　　（２２．９８）

　決定係数 ＝０．９７３５４標準誤差 ＝Ｏ．６２　ダービンワトソン比＝１ ，４９７

　消費者物価は，賃金の与える影響か若干低下し，卸冗物価の役割か大きくな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
っていると考えられるが，決定的な構造変化までには至っていない 。

　（７）輸出等デフレータ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５８）



　　　　　　　　　　１９７５年以降の日本経済の構造変化（本田）　　　　　　　　２７５

　（７０年代後半）１９７５年第１四半期～１９８０年第４四半期

　ＰＥ：十２９３１１４＋０２８１７６ＰＷ＋Ｏ０３８７１７７ＥＸＲ＋０３３８９０ＰＡ＊ＥＸＲ／２２７

　　　　（８・０９）　（４．０６）　　（５．０９）　　　（６．１０）

　決定係数 ：Ｏ．９７０５０　標準誤差 ：Ｏ．９１　ダービンワトソン 比＝１ ，１７２

　（８０年代）１９８１年第１四半期～１９８７年第１四半期

　ＰＥ＝一５８７８０６＋１３５８４９ＰＷ－０１０４９１ＥＸＲ＋０４８１０３ＰＡ＊ＥＸＲ／２２７

　　　　（一４・４８）（６．１４）　　（一３．６１）　　（４ ．８７）

　決定係数 ＝Ｏ．９５９５０　標準誤差 ＝１ ．５１　ダービンワトソン 比＝１ ．２６７

　７０年代後半と比較して８０年代では，卸冗物価が輸出価格に与える影響か大き

くな っている 。８０年代後半の卸冗物価は低下傾向にあり ，７０年代後半は上昇傾

向にあ った。輸出企業は国際競争力を維持するために，卸冗物価か上昇傾向に

ある時はそれをできるだげ輸出価格に転化しないようにするであろうし ，逆に

卸売物価が下落傾向にある時は，できるだけすみやかに輸出価格に反映させて

国際競争力を強化しようとするであろう 。このように，国際競争力を維持強化

しようとする企業の輸出価格設定行動が反映されていると思われる 。

　他方，為替 レートか輸出価格に与える影響は対称的である 。７０年代後半は
，

円高を輸出価格には転化せず，８０年代になると円高に対し円建ての輸出価格を

上げるという結果にな っている 。

　この背景には，８０年代は７０年代後半に比して円局基調が持続し，輸出の収益

が低下し ，価格転化をせざるをえない事情があり ，そのことを可能にしたのは

前述したように，非価格競争力の強化が国際競争力を維持し ，価格転化にもか

かわらず輸出の減少を防いだためと思われる 。

　（８）輸入等デ フレータ

　（７０年代後半）１９７５年第１四半期～１９８０年第４四半期

　ＰＭ＝十２８１１０７＋４７１１０４ＥＸＲ／２２７＋２０５４０８ＰＯＩＬ＊ＥＸＲ／２２７

　　　　（１０．４８）（２．２７）　　　　（４０．７０）

　決定係数 ：Ｏ．９８６５３　漂準誤差 ＝１ ．６７　ダーピンワトソン比＝Ｏ．７４３

　（８０年代）１９８１年第１四半期～１９８７年第１四半期

　ＰＭ＝十３５２２８７＋２１８６０９ＥＸＲ／２２７＋１２１８９５ＰＯＩＬ＊ＥＸＲ／２２７

　　　　（１３．３１）（５．１８）　　　　（１９．２９）

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５９）



２７６　　　　　　　　　　立命館経済学（第３７巻 ・第４ ・５号）

　決定係数＝Ｏ．９９１５９標準誤差 ＝１ ．３４　ダービ１／ワトソン 比＝Ｏ．８２５

　輸入価格は前述したような輸入構造の変化を反映した結果とな っている 。そ

のことは，７０年代後半と比して ，８０年代は石油価格が輸入価格に与える影響が

小さくなり ，製品等の他の輸入品価格の代理変数である為替 レートの影響が大

きくな っている点に示されている 。

　（９）賃金及び雇用

　（７０年代後半）１９７５年第１四半期～１９８０年第４四半期

ＬＯＧＷ＝一０．９７８４０＋０８４５８１ＬＯＧＰＣ（一１）十〇．７０７６７ＬＯＧＹ（一１）／Ｎ（一１）

　　　　　　（一４．１６）（１１．９２）　　　　　（５
．３５）

　決定係数：Ｏ．９９６０６　標準誤差 ＝Ｏ．０１　ダービンワトソ１／ 比＝１ ，２５８

　（８０年代）１９８１年第１四半期～１９８７年第１四半期

ＬＯＧＷ＝一１．２１０４１＋Ｏ．８２９１６ＬＯＧＰＣ（一１）十〇．７８１６６ＬＯＧＹ（一１）／Ｎ（一１）

　　　　　　（＿５．１２）　（５．７８）　　　　　　　　　　　　　　（６．０１）

　決定係数：Ｏ．９８２１６　標準誤差 ＝Ｏ．Ｏ１　ダービソワトソン比＝１ ，１４９

　賃金をめくる労使問の力関係は，７０年代後半以降ほとんどかわっていない 。

　（７０年代後半）１９７５年第１四半期～１９８０年第４四半期

Ｎ＝十３３６２９２＋ＯＯ０７６７０７Ｙ－３７５８８８（ＹＷ／Ｎ）／ＰＣ

　　　　（１９－４０）　　（１８．５８）

　決定係数＝Ｏ．９７８５２　標準誤差 ＝１６．２６　ダービ１／ワトソン 比＝２，０１２

　（８０年代）１９８１年第１四半期～１９８７年第１四半期

Ｎ＝十３０４５２４＋ＯＯ０７５４０７Ｙ－２５８２４７（ＹＷ／Ｎ）１ＰＣ

　　　　（８－９７）　　　（８．２３）

　決定係数 ＝Ｏ．９４９６６　標準誤差 ＝２７．８６　ダービソワトソソ 比＝Ｏ．６４０

　雇用関数は，実質賃金率が雇用に与える影響が小さくな って抽り ，これは企

業の収益構造の改善を反映していると思われる。また，実質ＧＮＰの係数はほ

とんど変化しておらず，一部にいわれているような，雇用調整速度の高まりが

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
構造調整を推進するという説は現実には妥当していないことかわかる 。

　以上，我々は個別の構造方程式の推定結果をもとに，７０年代後半と８０年代の

構造変化をみてきたが，主な結論は次のとおりとなる 。

　０　消費及び輸出に関しては，大きな構造変化があ ったとは考えられないが ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６０）
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民間設備投資については大きな変化があ ったと思われる 。

　　　輸入については，輸入構造の変化が進行しつつあり ，そのことは輸入関

数・ 輸入等デ フレーター 両方に表われている 。

　　　卸売物価は，コスト要因が与える影響が小さくな ってきている 。

　＠　賃金 ・雇用をめぐる労働市場の構造変化はほとんど起 っていない 。

　〔３〕　簡単な８０年代マクロ計量モテルのパフォーマンス

　我 々は８０年代について簡単なマクロ 計量モテルのハフォーマノスを，ファイ
　　　　　　　　　　　　　　１３）
ナルテストと乗数分析で検討する 。

　（１）　 ファイナルテスト

　ファアナルテストの結果は表２に示される 。平均誤差率は経常海外余剰を除

いて全てが５％以内にあり ，大旨バフォーマノスは良好であると思われる 。

　（２）乗数分析

　次に乗数分析を行い，このモテルの動学的性質を明らかにする 。具体的には

１９８４年第１四半期から１９８６年第４四半期まて１６四半期にわた って実質公共投資

を１兆円追加した時の乗数を計算する 。

　実質ＧＮＰの乗数を計算すると表３のようになるが，ピーク時に２．４となり

その後少しずつ逓減する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表２　平均誤差一覧
　乗数が高くなるのは投資関数に原因があると思われる 。

変数名　平均誤差率（％）

ここで採用している投資関数では，Ｙ（一１）の係数が高

く， これが乗数を高めていると思われる 。また乗数値の

逓減の度合が小さいのは，投資増から投資減に転換させ

る変数の反応が弱いためである 。ここでその役割を果た

すのは労働分配率て ，公共投資を１兆円増大させると ，

若干労働分配率か低下し ，その分投資は増大するか，徐

々に労働分配率がもとの水準に近づき ，その分投資も減

っていくが，その値が小さいため実質ＧＮＰの逓減の度

合も小さいことになる 。投資関数の指定に関しては今後

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６１）

ＹＷ

ＰＣ

Ｃ

Ｙ

Ｉ

ＰＥ

Ｅ

ＰＭ

ＰＷ

Ｍ

Ｗ

Ｎ

Ｂ

０， ６６

０， ５０

０， ６５

０， ５５

２， ３４

１， １１

３， ５６

０， ９８

０， ４７

１， ６６

０， ５５

０． ６２

２１ ．１３
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の課題として残 っている 。　　　　　　　　　　　　　　表３

　〔４〕　円局基調と内需拡大

　１９８５年のプラザ合意以後，基本的には円

局基調が続いており ，国内的には内需主導

型の経済成長が持続している。円局基調が

内需拡大に果してきた役割について分析す

るのがこの節の目的である 。

　そのためにまず，１９８５年第１四半期から

１９８６年第４四半期の８期間，為替 レートの

実績値よりさらに１０％円高が進行したと仮　　値はフアイナルテストの計算値との差

定してシミュレーション を行った結果が表４である。　表４から明らかなよう

に， １０％の円高は実質ＧＮＰを減少させている 。民間設備投資は１９８５年第１四

半期から第３四半期まではむしろ円高によっ て増大するが，その後は減少する 。

これは円高 メリヅトによっ て消費か若干増大し，投資も当初は増大するか、輸

出の減少と輸入増による外需の落ち込みかそれを上回り ，結果実質ＧＮＰか減

少し ，それが民間設備投資に反応する結果だと思われる 。したが って ，１９８５年

以降の円局基調それ自身が，内需拡大に寄与したと断言することはできないの

である 。

Ｙ Ｉ ＬＲ

１９８４　Ｉ １， ２７２ 一５２１ 一〇．Ｏ０３１２

ｌ１ ２， １９２ ５３０ 一〇．Ｏ０２１

皿 ２， ３９９ ８３５ 一０．００１２４

ｗ ２， ３５２ ８６５ 一０．Ｏ０１０４

１９８５　Ｉ ２， ２５８ ８１３ 一〇．００１０６

皿 ２， １６６ ７５６ 一０．０００８５

皿 ２， ０８９ ７０７ 一〇．０００７７

Ｗ ２， ０３０ ６７６ 一０．ＯＯ０７７

１９８６　Ｉ １， ９７９ ６４９ 一〇．ＯＯ０７３

ｌ１ １， ９３１ ６３５ 一〇．ＯＯ０７６

皿
１， ８９１ ６１８ 一０．Ｏ００７２

ｗ
１， ８６７ ６０６ 一０．Ｏ００７１

表４

Ｙ Ｉ Ｃ Ｅ Ｍ

１９８５Ｉ ２８３ ，２３９ ２８４ ，３０９ ４８ ，５７２ ．７ ５０，３０１ ．４ １５９ ，６２２ １６０，１８９ ５１ ，６５３ ．５ ５０，５７８．２ ４２ ，７６９ ．２ ４２ ，９１９ ．５

皿 ２８８，９６３ ２８８，５２３ ４９ ，９７８ ．６ ５０，５８２ ．８ １６０，８９１ １６１ ，５００ ５３，９６７ ．８ ５２ ，８７９ ．４ ４２ ，１８０ ．０ ４２ ，７４４ ．８

皿 ２９１ ，１１２ ２８９ ，９３９ ５２ ，２４１ ．７ ５２ ，３１６ ．５ １６２ ，４３５ １６３ ，０１９ ５２ ，６０６ ．５ ５１ ，５５１ ．５ ４１ ，９５３ ．６ ４２ ，７３１ ．３

ｗ ２９６ ，７５０ ２９５ ，０７１ ５３ ，３８０ ．８ ５３，１９５ ．３ １６４ ，０４６ １６４ ，５７６ ５５ ，３６４ ．２ ５４ ，２１８ ．２ ４２ ，０９７ ．６ ４２ ，９７５ ．５

１９８６Ｉ ２９６ ，１２６ ２９３ ，７３７ ５５ ，６６０ ．１ ５４ ，８３２ ．４ １６５ ，５９９ １６６，０４２ ５２ ，３５２ ．２ ５１ ，２４４ ．Ｏ ４２ ，６２８ ．９ ４３，５２５ ．２

皿 ２９９，９１７ ２９７ ，１２５ ５５ ，３１３ ．７ ５４ ，２５２ ．５ １６７ ，５２１ １６７ ，８５１ ５３ ，２９０ ．２ ５２ ，０６９ ．１ ４４ ，０２３ ．Ｏ ４４ ，８６２ ．７

皿 ２９９，７４８ ２９６，８５５ ５６ ，２２６ ．５ ５５ ，０８７ ．４ １６９ ，１６３ １６９，３８１ ５１ ，６００ ．２ ５０，３８５ ．９ ４４ ，９１９ ．５ ４５ ，６７８ ．８

１Ｖ ３０６，０２８ ３０３ ，１００ ５５ ，３４０ ．５ ５４ ，２５８ ．４ １７０ ，５８３ １７０，７０６ ５５ ，３２１ ．９ ５４ ，０６３ ．７ ４４ ，７２０．５ ４５ ，４３１ ．２

（注）左側は最終テストの計算値

　　右側は１０％円高のシミュレーションの計算結果値

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６２）
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　では何故，内需拡大が可能であ ったのか？　 これは要するに企業の投資態度

か為替 レートの変動に左右されることなく変化してきたためてある 。このこと

を実証するために，７０年代後半の投資態度がそのまま続いたと仮定し，民間投

資関数だけ７０年代後半のものに置きかえてマクロ 計量モテルを動かしノミュレ

ーショソ を行うと ，表５のような結果がえられた 。

　７０年代後半の民間投資関数を前提とすると ，８０年代も経済成長は停滞をまぬ

がれないことになる 。８０年以降投資関数に構造的変化が生じているということ

か内需拡大の主要な原因といわねはならない 。

表５

Ｙ Ｃ Ｉ Ｅ Ｍ

１９８１Ｉ ２４６ ，１０９ ２４６ ，９０４ １４２ ，９２７ １４２ ，９５８ ３７ ，２１３ ．２ ３８ ，０１９ ．８ ３９ ，５３３ ．７ ３９ ，５３４ ．８ ３９ ，４３１ ．２ ３９ ，４７４ ，７

１１ ２４８ ，２４３ ２４８ ，６５４ １４４ ，２９０ １４４ ，３３２ ３８ ，１３２ ．９ ３８ ，５６１ ．３ ４１ ，８７０ ．８ ４１ ，８６５ ．７ ４０ ，３２４ ．１ ４０ ，３７７ ．９

ｍ ２４８ ，８１７ ２４８ ，４９９ １４５ ，３６１ １４５ ，３８４ ３９ ，１２６ ．６ ３８ ，８１０ ．２ ４０ ，７７９ ．３ ４０ ，７７４ ．４ ４０ ，７０５ ．１ ４０ ，７２４ ．８

１Ｖ ３５２ ，２３６ ２５１ ，６０９ １４６ ，４０９ １４６ ，４０５ ３９ ，２２５ ．４ ３８ ，５８１ ．５ ４３ ，８７４ ．２ ４３ ，８７３ ，６ ４１ ，３９６ ．５ ４１ ，３７４ ．８

１９８２Ｉ ２５３ ，３２８ ２５２ ，５６４ １４７ ，５６４ １４７ ，５３１ ４０ ，０８０ ．３ ３９ ，２８９ ．９ ４２ ，２１８ ．１ ４２ ，２２０ ．５ ４１ ，２２３ ．５ ４１ ，１６６ ．２

Ｈ ２５７ ，０８４ ２５６ ，６０８ １４８ ，３４６ １４８ ，２９９ ４０ ．１７９ １０ ３９ ，６８０ ．５ ４３ ，６２３ ．３ ４３ ，６２８ ．３ ４０ ，３２７ ．１ ４０ ，２６３ ．２

皿 ２５７ ，０２７ ２５７ ，２２９ １４９ ，０８８ １４９ ，０５５ ４０ ，９３６ ．７ ４１ ，１３３ ．３ ４１ ，２６２ ．６ ４１ ，２６７ ．７ ３９ ，３５１ ．６ ３９ ，３１９ ．４

１Ｖ ２５７ ，７８８ ２５７ ，８６８ １４９ ，９２６ １４９ ，９０１ ４１ ，０７５ ．Ｏ ４１ ，１６３ ．６ ４１ ，２７７ ．１ ４１ ，２７７ ．３ ３８ ，２８３ ．３ ３８ ，２６７ ．１

１９８３Ｉ ２６１ ，３５０ ２６２ ，７８３ １５０ ，７７１ １５０ ，８０７ ４０ ，４０６ ．５ ４１ ，８５７ ．７ ４５ ，２０４ ．６ ４５ ，２０９ ．Ｏ ３８ ，２１８ ．０ ３８ ，２７６ ．６

口 ２６１ ，９９９ ２６４ ，８１５ １５１ ，９８９ １５２ ，１３１ ４０ ，７３２ ．１ ４３ ，５８６ ．６ ４７ ，３８４ ．２ ４７ ，３８１ ．８ ３８ ，５０６ ．０ ３８ ，６８５ ，Ｏ

ｍ ２６１ ，４６１ ２６５ ，１８０ １５３ ，０４０ １５３ ，３０８ ４０ ，５３２ ．５ ４４ ，３０２ ．８ ４５ ，８４６ ．１ ４５ ，８３２ ．７ ３８ ，７７４ ，９ ３９ ，０８０ ．２

ｗ ２６５ ，７７０ ２７０ ，０５９ １５３ ，９５６ １５４ ，３５３ ４０ ，２２１ ．２ ４４ ，５６８ ．６ ５０ ，１６６ ．１ ５０ ，１４１ ．３ ４０ ，０３８ ．５ ４０ ，４６９ ．９

１９８４Ｉ ２６６ ，７０８ ２７１ ，３０７ １５４ ，７１６ １５５ ，４０７ ４Ｌ４７６ ．８ ４５ ，９０２ ．６ ４９ ，９５２ ．８ ４９ ，９２４ ．０ ４１ ，２０９ ．９ ４１ ，６９８ ．６

ｕ ２７０ ，５４４ ２７５ ，３２７ １５５ ，６０５ １５６ ，３７９ ４１ ，６００ ．８ ４６ ，２４０ ．５ ５０ ，８０５ ．６ ５０ ，７６６ ．３ ４２ ，２５９ ．３ ４２ ，８５１ ．２

皿 ２７２ ，４７１ ２７７ ．７４３ １５６ ，４１６ １５７ ，２８２ ４２ ，４５１ ．７ ４７ ，５８０ ．６ ４９ ，９４０ ．３ ４９ ，８９８ ．７ ４２ ，６１７ ，６ ４３ ，２９８ ．６

ｗ ２７４ ，４６０ ２７９ ，８０４ １５７ ，６０３ １５８ ，５５６ ４３ ，０５０ ，５ ４８ ，２２９ ．８ ５２ ，５１７ ，６ ５２ ，４７１ ．７ ４３ ，１６９ ．７ ４３ ，９１２ ．６

１９８５　Ｉ ２７８ ，１５３ ２８３ ，２３９ １５８ ，６１５ １５９ ，６２２ ４３ ，６９４ ．６ ４８ ，５７２ ．７ ５１ ，７０５ ．８ ５１ ，６５３ ．５ ４２ ，０２２ ．６ ４２ ，７６９ ．２

ｌ１ ２８２ ，９０６ ２８８ ，９６３ １５９ ，８０１ １６０ ，８９１ ４４ ，１７０ ．３ ４９ ，９７８ ．６ ５４ ，Ｏ１６ ．５ ５３ ，９６７ ．８ ４１ ，３８７ ．７ ４２ ，１８０ ．Ｏ

ｍ ２８３ ，０３６ ２９１ ，１１２ １６１ ，１９４ １６２ ，４３５ ４４ ，４３６ ．４ ５２ ，２４１ ．７ ５２ ，６５５ ．３ ５２ ，６０６ ．５ ４１ ，０３２ ．６ ４１ ，９５３ ．６

ｗ ２８６ ，６３９ ２９６ ，７５０ １６２ ，５９５ １６４ ，０４６ ４３ ，５４６ ．Ｏ ５３ ，３８０ ．８ ５５ ，４３２ ．３ ５５ ，３６４ ．２ ４０ ，９９１ ．３ ４２ ，０９７ ．６

１９８６Ｉ ２８３ ，５３６ ２９６ ，１２６ １６３ ，８７３ １６５ ，５９９ ４３ ，３５０ ．０ ５５ ，６６０ ．１ ５２ ，４３１ ．２ ５２ ，３５２ ．２ ４１ ，２６１ ．９ ４２ ，６２８ ．９

皿 ２８６ ，７５０ ２９９ ，９１７ １６５ ，５５０ １６７ ，５２１ ４２ ，３８９ ．４ ５５ ，３１３ ．７ ５３ ，４０９ ．３ ５３ ，２９０ ．２ ４２ ，４１４ ．１ ４４ ，０２３ ．０

ｍ ２８５ ，９６４ ２９９ ，７４８ １６６ ，９６２ １６９ ，１６３ ４２ ，７０７ ．５ ５６ ，２２６ ．５ ５１ ，７２９ ．１ ５１ ，６００ ．２ ４３ ，１１２ ．３ ４４ ，９１９ ．５

ｗ ２９３ ，６３９ ３０６ ，０２８ １６８ ，２４１ １７０ ，５８３ ４３ ，３１３ ．３ ５５ ，３４０ ．５ ５５ ，４７４ ．３ ５５ ，３２１ ．９ ４２ ，８９３ ．２ ４４ ，７２０ ．５

（庄）右側は最終テストの計算値

　　左側は７０年代後半の設備投資関数でシミュレーション を行 った言十算結果値

（６６３）



２８０ 立命館経済学（第３７巻 ・第４ ・５号）

　　　　　　表６

Ｙ Ｉ Ｃ Ｅ Ｍ

１９８６Ｉ ２８３ ，２３９ ２８６ ，２３４ ４８ ，５７２ ．７ ４９ ，８１２ ．５ １５９ ，６２２ １６０ ，１５７ ５１ ，６５３ ．５ ５１ ，６３０ ．０ ４２ ，７６９ ．２ ４２ ，５２５ ．０

ｌＩ ２８８，９６３ ２９１ ，５５３ ４９ ，９７８ ．６ ５１ ，０２４ ．５ １６０ ，８９１ １６１ ，４４３ ５３ ，９６７ ．８ ５３ ，９４２ ．１ ４２ ，１８０ ．０ ４２ ，１６２ ．６

皿 ２９１ ，１１２ ２９３ ，３９４ ５２ ，２４１ ．７ ５３ ，１０１ ．９ １６２ ，４３５ １６２ ，９９１ ５２ ，６０６ ．５ ５２ ，５８２ ，３ ４１ ，９５３ ．６ ４２ ，０６３ ．４

ｌＶ ２９６ ，７５０ ２９８ ，８３４ ５３ ，３８０ ．８ ５４ ，１１８ ．９ １６４ ，０４６ １６４ ，５９７ ５５ ，３６４ ．２ ５５ ，３３９ ．２ ４２ ，０９７ ．６ ４２ ，２７８ ．０

１９８６Ｉ ２９６ ，１２６ ２９８ ，０８４ ５５ ，６６０ ．１ ５６ ，３２１ ．４ １６５ ，５９９ １６６ ，１４１ ５２ ，３５２ ．２ ５２ ，３２９ ．６ ４２ ，６２８ ．９ ４２ ，８５１ ．１

ｎ ２９９ ，９１７ ３０１ ，７９３ ５５ ，３１３ ．７ ５５ ，９３５ ．２ １６７ ，５２１ １６８ ，０４９ ５３ ，２９０．２ ５３ ，２６６ ．３ ４４ ，０２３ ．０ ４４ ，２７３ ．３

皿 ２９９ ，７４８ ３０１ ，５７０ ５６ ，２２６ ．５ ５６ ，８２１ ．５ １６９ ，１６３ １６９ ，６７８ ５１ ，６００ ．２ ５１ ，５７７ ．７ ４４ ，９１９ ．５ ４５ ，１８５ ．４

Ｉｖ ３０６ ，０２８ ３０７ ，８２３ ５５ ，３４０ ．５ ５５ ，９２０ ．４ １７０ ，５８３ １７１ ，０８９ ５５ ，３２１ ．９ ５５ ，２９９ ．５ ４４ ，７２０ ．５ ４４ ，９８８ ．３

（注）左側は最終テストの計算値

　　右側は公的投資を１兆円追加した時のシミュレーションの計算結果値

　さらに見落とすことのできない点は，このような投資態度の変化にかかわ っ

て， 財政政策の有効性が回復しつつあるということである 。表６は１９８５年から

さらに公共投資を１兆円増大させた時のノミュレー！ヨノの結果でるか，内需

拡大への寄与が高くな っている 。

　以上述へてきたように，１９８５前以降の円局基調の中での内需拡大の主要な原

因は円高そのものではなく ，技術革新等に支えられた企業の将来に対する一定

の確信に基づく投資態度の変化である 。同時にそのような中で財政政策の有効

性が回復してきている点にも注目しておく必要がある 。

おわりに

　我 々の結論を本論文の目的にそ って再度要約しておこう 。

　０　８０年代に入 っての日本経済の構造変化は民間の設備投資行動，輸入構造

にみられるが，消費や労働市場（賃金及び雇用の決定）には大きな変化はない 。

輸出については，円高にもかかわらず，非価格競争力を中心に国際競争力を依

然として維持しており ，その意味で構造変化はないと言える 。

　　　８０年代の内需拡大の原因は円高自身ではなく ，技術革新等に支えられた

企業の投資行動及び財政政策である 。したが って現在の日本経済の内需拡大が

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６４）



　　　　　　　　　　　１９７５年以降の日本経済の構造変化（本田）　　　　　　　　２８１

定着するかどうかは，企業が現在の投資態度を変更しないことが前提になり ，

その前提かくずれると日本経済は再ひ不安定になる可能性かある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（庄）

　　１）例えぼ，高木〔４〕は１９６６～１９７４年と１９７５～１９８６年 ，山田〔５〕は１９６５～１９７３

　　　年と１９７４～１９８３年で時期区分し構造変化を論じている 。

　　２）経済企画庁〔１〕は，第３章第１節で円高の構造調整機能を高く評価している 。

　　３）このことは円高が日本経済の構造変化に全く影響を与えなか ったとい っている

　　　わけではない。後述するように円高は企業の投資行動を変化させるひとつの要因

　　　とな っている 。しかし重要なことは，為替 レートの激しい揺れにもかかわらず ，

　　　８０年代に入 って内需拡大の経済成長が実現したのはなぜかという点である 。

　　４）　 ここで１９８１年前後で時期区分しているが，これは必ずしも統計的に構造変化の

　　　有意性を確認した上での時期区分ではない。デ ータ数を等しくするという便宜的

　　　な面もあり ，正確な時期区分は今後の課題である 。

　　５）例えぼ，高木〔４〕ＰＰ１３１～３５参照
。

　　６）企画庁〔３〕では，第１章で製品類を中心に増勢を強めた輸入について詳しい

　　　分析を行 っている 。

　　７）山田〔５〕は，低成長期（１９７４～１９８３年）に入 って習慣形成の強まりと限界消

　　　費性向の低下が起こっ ていると指摘しているが，この傾向は依然として続いてい

　　　ると思われる 。

　　８）技術革新が投資をはじめ内需拡大に与える影響について分析したものとして ，

　　　企画庁〔３〕を参照 。

　　９）この結論は，高木〔４〕 ，山田〔５〕と違う 。両老とも需要の変化に対する投

　　　資の反応は ，１９７４，５年以降弱くな っていると実証しているが，我 々の時期区分

　　　では８０年代に入 って需要に対する反応が強くな っていることがわかる 。

　　１Ｏ）高木〔４〕は１９７５～１９８４年の後半期では，単位労働費用が有意であるとしてお

　　　り ，我 々の結果と違う 。また需要策因については有意な結果を得ており ，かつそ

　　　の影響は前半期（１９６５～１９７４年）に比べて大きくな っていると述べている 。

　　１１）高木〔４〕は，後半期において卸売物価の与える影響は小さくなり ，賃金 コス

　　　　トの与える影響が大きくな っていると述べ，その背景として消費のサ ービス 化が

　　　あると推論している 。

　　１２）　 この点について ，径済企画庁〔２〕は市場機能の強化が構造調整を促進すると

　　　いう視点から ，生産要素市場と財市場をとりあげているが，そのひとつとして労

　　　働力の調整速度を高めることの重要性を論じている 。

　　１３）我 々は基本的に８０年代にフィットする構造方程式の特定化を行 ったため，それ

　　　が必らずしも７０年代後半にもフィットしているとは限らたい。したが って ，ここ

（６６５）



２８２　　　　　　　　　立命館経済学（第３７巻　第４５号）

　　では同じ方程式を使った７０年代後のマクロ 計量モデルは作成していない 。
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